
埼玉県サーキュラーエコノミー型ビジネス創出事業費補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 県は、県内の中小企業を含む複数の企業等が連携して取り組むサーキュラーエコ

ノミー型ビジネスモデルの創出に係る経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付す

る。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉

県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところに

よる。 

 

（定 義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

 一 連携体   補助事業者及び大企業、自治体等で構成される者をいう。 

 二 代表事業者 県内に事業所を有する中小企業であって、代表となって事業に取り組

む補助事業者をいう。 

 三 中小企業  中小企業基本法第２条第１項に定める「中小企業者」をいう。 

  

（補助事業者） 

第３条 補助事業者は、次の全ての要件に該当する者とする。 

 一 連携体のうち、中小企業、大学、研究機関とする。 

 二 法令順守上の問題を抱えていないこと。 

 三 補助事業に採択された場合、埼玉県産業振興公社、埼玉県産業技術総合センター及び

埼玉県環境科学国際センターによる伴走支援に承諾すること。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業は、次の全ての要件を満たすものとする。 

 一 県内のサーキュラーエコノミー型ビジネスの創出に係る事業であって、連携体が新

規に取り組むリーディングモデルとなる先進的な事業であること。 

 二 代表事業者のほか、県内に事業所を有する中小企業、大学、及び研究機関が主な補助

事業者となる事業であること。 

 三 補助事業の完了後３年以内に県内で事業化することを目指す事業であること。 

 四 その他、知事が必要と認める要件を満たす事業であること。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、第４条の事業を行う上で必要な経費のうち別表の経費

とする。 



 

（補助率） 

第６条 前条の経費に対する補助率は当該所要経費の３分の２以内において知事の定める

額とする。 

 

（交付申請） 

第７条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定める日とする。 

３ 補助金の交付を受けようとする者は、交付の申請にあたって、当該補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相

当額のうち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律（平成６年法律第１０９号）

及び地方税法等の一部を改正する法律（平成６年法律第１１１号）の規定により仕入れ

に係る消費税額及び地方消費税額として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金

額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時におい

て当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この

限りでない。 

４ 補助金の交付を受けようとする者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項につい

て確認のうえ同意し、交付の申請にあたって添付するものとする。 

 

（交付決定） 

第８条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

２ 知事は、交付の決定に当たっては、前条第３項により補助金に係る消費税及び地方消費

税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを審

査し、適当と認めた時は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するも

のとする。 

 

（交付の条件） 

第９条 知事は、交付の決定に当たっては、補助事業者に対し、次に掲げる条件を付すもの

とする。 

 一 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後３年間、毎会計年度

終了後１５日以内に当該補助事業に係る過去１年間の事業化等の状況について、様式第

１２号による事業化等状況報告書を知事に提出すること。 

 二 第７条第３項ただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行

うこと。 

 



（事業の開始） 

第１０条 補助事業者は、第８条第１項の規定による交付決定通知を受領した日以後、速

やかに当該事業に着手しなければならない。 

 

（申請の取下期間） 

 第１１条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げができる期間は、交付の決定の通

知を受理した日から起算して１４日を経過した日までとする。  

２ 前項の規定による申請の取下げがあつたときは、当該申請に係る補助金等の交付の決

定は、なかったものとみなす。 

 

（計画の変更） 

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る計画を変更しようとするときは、あらかじめ様式

第３号の申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項で定める申請書の提出が必要な計画の変更は、別に知事が定めるものとする。 

３ 知事は様式第３号による申請があったときは、内容を審査し適当と認められるときは、

様式第４号の補助事業計画変更承認書により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１３条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式第

５号による申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業遅延の報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ

るとき、又は補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに様式第６号の報告書を知事

に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１５条 補助事業者は、補助事業の遂行状況について、知事の要求があったときは、知事

が別に定める日までに様式第７号の報告書を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１６条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第８号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の提出期限は、補助事業の完了した日（補助事業を中止又は

廃止したときはその承認を受けた日。）から３０日以内又は補助金の交付決定に係る会計

年度内で知事の定める日のいずれか早い日までとする。 

３ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消費税



に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該控除税額を減額して報告しなければならな

い。 

 

（額の確定） 

第１７条 知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、交付すべき額を確定し、様式第９号に定める額の確定

通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１８条 補助金の支払は、精算払によるものとする。補助事業者は、補助金の支払を受け

ようとするときは、様式第１０号に定める交付請求書により補助金の交付を請求するもの

とする。 

２ 知事は、補助金交付請求書及び添付書類の内容を審査し、適当と認めるときは補助金を

交付するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消） 

第１９条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第７条第１項 の

規定に基づく本補助金の交付決定の全部又は一部を取消すことができるものとする。 

 一 虚偽申請等不正事由が発覚したとき。  

 二 交付決定の内容又は目的に反して本補助金を使用したとき。  

 三 本事業に係る知事の指示に従わなかったとき。  

 四 補助事業者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員

若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。  

 五 その他本補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。 

 

（補助金の返還） 

第２０条 知事は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、既に補助金

が交付されている場合は、期限を定めて、補助事業者にその返還を命ずるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第２１条 補助事業者は、第１９条の規定に基づく補助金の交付決定の取消により前条の

規定による補助金の返還を命ぜられたときは、当該命令に係る補助金の受領の日から納

付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算し

た加算金を県に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付



した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、当該納付金額は、まず当該返

還を命ぜられた補助金に充てられたものとする。 

３ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額につき年１０．９５パーセ

ントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。 

４ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を命ぜられた

補助金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延

滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、当該納付金額を控除した額によるものとする。 

５ 知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、補助事業者の申請に基づき、加算金

又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

６ 補助事業者は、前項の免除を受けようとする場合には、申請の内容を記載した申請書に

当該補助金の返還を遅延させないためにとった措置及び当該補助金の返還を困難とする

理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて、知事に提出しなければならな

い。 

 

（財産処分制限の緩和期間） 

第２２条 規則第１９条ただし書に規定する知事が定める期間は、事業完了（当該財産の取

得）後５年とする。 

 

（財産の処分制限） 

第２３条 規則第１９条第２号に規定する知事の定めるものは、当該財産の取得価格が５

０万円以上のものとする。 

２ 補助事業者は、前項の財産を処分しようとするときは、あらかじめ様式第１１号による

財産処分承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったと

きは、その収入に相当する額の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 

（事業化等の報告） 

第２４条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後３年間、毎会計

年度終了後１５日以内に補助事業に係る過去１年間の事業化等の状況について、様式第

１２号による報告書を知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告に係る会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

３ 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、補助事業年度又は補助事業年

度の終了後３年以内に出願又は取得した産業財産権等を、報告期間中、様式第１２号の

報告書に記載しなければならない。 



 

（書類の整備等） 

第２５条 補助事業者は補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会計

年度から５年間保管しなければならない。 

 

（補助事業等の公開） 

第２６条 知事は、補助事業により行った事業について、必要があると認められるときは、

その事業の情報（補助事業者名、補助事業テーマ名、補助金額等）を公開することがで

きるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月２０日から施行する。  



別表 
 

補 助 対 象 経 費 

区分 科目 内   容 

材料費 原材料費 補助事業の実施に直接使用し消費される原材料、消耗品の

購入に要する経費 

労務費 
人件費 

補助事業に直接関与する者の直接作業時間に対して支払う

経費 

事業経費Ａ 外注費 

 

補助事業の実施に必要な機械装置の設計、試料の製造、試

料の分析、法定検査、調査等の外注に必要な費用 

委託費 
自社内で不可能な事業の一部について、外部の事業者等に

委託する場合に要する経費 

事業経費Ｂ 
技術指導費 

補助事業を行うに当たって、外部（専門家等）から技術指

導を受ける場合に要する経費 

修繕費 
補助事業に必要な機械装置・工具・器具・備品・構築物等

の保守又は修繕に要する経費 

賃借料 
補助事業に必要な機械装置・工具・器具・備品・構築物等

の賃借（リース）等に要する経費 

運搬費 連携体内等で資材等を運搬するための経費 

その他経費 上記以外で、知事が特に必要と認める経費 

一般管理費 販路開拓費 開発した製品等の販路開拓に要する経費 

固定資産 機械装置・ 

工具器具備品 

補助事業に必要な機械装置・工具・器具・備品等の購入、

製造、改良、据付けに要する経費 

構築物 補助事業に必要な構築物の購入、建造、改良に要する経費 

無形固定資

産 

ソフトウエア 補助事業に必要なソフトウエアの購入に要する経費 

産業財産権 

開発した製品等の特許・実用新案等の出願に要する経費、

特許・実用新案等を他の事業者から譲渡、実施許諾を受け

た場合の経費 

※ 消費税及び地方消費税については補助対象外とする。 


